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 メディアの変遷
　人々のコミュニケーションの助けとなるメディア
は，古くは Johannes Gutenbergの印刷技術の発明
に始まり，図 -1に示すようにラジオ，テレビなど
のリアルタイムで情報を伝える媒体，新聞，雑誌な
どのように少し遅れて情報を伝える媒体，あるいは
個人が好きなときに記録して，好きなときに再生
するという記録媒体などがある．さらに，1990年
代に入ってからはインターネットの商用化に伴い
Webの技術を用いたさまざまなメディア，最近で
はソーシャルネットワークが盛んである．有名なメ
ディア論の中で，Marshall McLuhanはメディアを
人間の感覚の拡張だと定義している．技術を用いて
人間の能力を最大限に伸ばすことにより，より遠く，
あるいは時間的に離れた人とコミュニケーションが
できること，あるいは蓄積
しておいた情報にアクセス
できることを考察した．
　20世紀の終わりからあ
らゆる伝送システムが次々
とデジタル化してきてい
る．メディアの発展ととも
に伝送すべき情報が音から
映像へ，より豊かな情報に
変遷していく中，周波数な
ど限られた伝送帯域の中
で，より多くの情報を伝送
し蓄積処理するための技術
革新がなされてきた．通信
では，従来の電話の音声か

ら映像などのマルチメディア情報を伝送するため
に，1988年開始の ISDNや高速デジタル専用線な
どのデジタル伝送システムが導入されてきた．放送
も，多チャンネル伝送を可能とする CSデジタル放
送が 1996年に開始し，より精細なハイビジョン映
像を伝送するために BSデジタル放送が 2000年に
開始され，2011年 7月には地上波放送が完全デジ
タル化される．
　また，CD，DVD，DATなどの蓄積媒体，パ
ケット通信などがここ 30年くらいで急激に進ん
できた．それを支えてきたのが図 -2に示すように，
1947年に発明されたトランジスタから IC，LSIと
続く 1年半から 2年で倍の密度になるというムーア
の法則を今でも維持している半導体の集積技術，そ
れを用いた PC，あるいはムーアの法則以上のスピ
ードで高密度化が進む磁気ディスクの記録技術，さ
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図 -1　メディアの歴史
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らに転送速度を材料の持つ限界まで高めようとして
いるファイバを用いた光伝送技術である．先に述べ
たあらゆるメディアのデジタル化は，このようなハ
ードウェアの技術によるものである．情報を取得し，
蓄積，さらに再生するという一連の流れにおいて，
十分満足できる経済性を具えたデジタル技術が育っ
てきたということであろう．
　長く続いたアナログ技術をベースにした一連の情
報処理では，コピーや蓄積にコストがかかり，また
完全に同じ品質を保てないという欠点があった．し
かし，ムーアの法則により信号の処理能力が高まり，
人間がアナログとほぼ等価だと感じられるようなサ
ンプリングを行えるようになったため，より安価で
ハンドリングのしやすいデジタル化が一気に進んで
きたと言えよう．
　同時に多くのユーザに同じ情報を流すためには，
アナログでも放送という手段を用いれば可能である．
しかし，図 -3に示すように PCをネットワークに
接続し，誰でもが簡単にインターネットで情報をや
りとりすることができるようになった結果，パラダ
イムシフト 1）が起こり，いわゆる情報大爆発が起こ
っている．あまりに増えすぎた情報に対して，自分
が本当に欲しい情報にたどり着くことが難しくなっ
ているのである．これに対する技術がパーソナライ
ズ化であろう．デジタル化された情報は個人個人に
別々の内容を届けたり，カスタマイズしたりするこ
とが比較的容易である．総務省の情報
流通センサス報告書 2）によると各個人
の選択可能情報量の 99%はインター
ネットになった．これはインターネッ
トが商用化された 1992年以降のこと
であり，それまではほぼ 8割を放送
が占めていたのである．また，情報大
爆発が起きた現在において，それを伝
えるメディアの特性を理解する重要性
がますます高まってきている．ユーザ
がインターネット（PC）に期待するも
のと放送（テレビ）に期待するものは歴
然と異なっており，メディアを成立さ

せるビジネスモデルの違いがそこに生じる．インタ
ーネットはユーザが能動的に働きかけ，その結果を
さまざまな展開に発展させるものであり，検索によ
って必要な情報を得るということが端的にそれを表
している．一方テレビは受動的に楽しむ場合が大半
を占めており，マス向けのコンテンツが要求される．
両方の性格を受け継ぐと考えられる IPTVにおい
ては多くのコンテンツがまだ受動的ではあるが，そ
れをきっかけに，たとえば通信販売のような場合，
簡単な操作でいきなり必要な購入アクションを起こ
すというような操作が可能である．

 IPTV の本質
　IPTVは，映像コンテンツを IPパケットで伝送し，
放送と同じテレビ端末で見せるメディアサービスで
ある．IPTVとインターネットで見るストリーミン
グビデオとの違いは，ユーザが，そのメディアを「テ
レビ」と認識するか，「インターネット」と認識する
かという点である．すなわち，図 -4に示すように
IPTVはサービス性において，従来の放送と同じ品
質，同じユーザビリティを実現する必要がある．
　また，ITU-Tでは IPTVを “multimedia services 

such as television/video/audio/text/graphics/

data delivered over IP-based networks managed 

to support the required level of quality of service 

図 -3　パラダイムシフト
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（QoS）/quality of experience（QoE）, security, 

interactivity and reliability” と定義している．
　IPTVと従来の放送とでは，伝送路の特性に起因
して，コンテンツの伝送方式が異なる．従来の放送
は片方向の同報性に優れた伝送路であるため，たと
えば，データ放送の伝送においては，多数の端末が
それぞれ異なるタイミングで情報を取得できるよう
に，同じデータを繰り返し伝送するカルーセル伝送
方式を採用している．一方，IPTVでは双方向回線
を用いているため，個々の端末からの伝送要求を伝
送することができる．したがって，データ放送の
コンテンツや映像コンテンツの伝送において，個
別に要求されたタイミングで送ることが可能であ
る．放送ではできない VOD（Video On-Demand）
サービスは，必要なときにコンテンツを呼び出して
ネットワークの中をユニキャストで送る方式であり，
IPTVの特徴的なサービスであろう．また，地上波
デジタル放送の再送信サービスにおいては，サービ
ス性は放送と同じであるが伝送方式が IP伝送に最
適化されている．アンテナで受けたMPEG-2映像，
音とデータをそれぞれ取り出し，映像に関しては
MPEG-2 の圧縮方式から H.264の圧縮方式にトラ
ンスコードと呼ばれる変換をする．カルーセルから

取り出したデータ放送は IPパケット化し送り出す．
ここで重要なのは画質と遅延時間である．現在の技
術ではエンコード，デコードにそれぞれ 0.5秒から
1秒くらいはかかっている．最終的にはテレビでデ
コードされるので，ここまで含めて遅延を最小に抑
えることが要求される．また画質に関しては，日本
のデジタルテレビの画質はおそらく世界最高と思わ
れ，それを H.264にトランスコードしても同じレ
ベルに維持することが求められる．一般的に画質と
遅延時間は反比例するため，画質をあげると遅延時
間が大きくなるという状況でのバランスとなる．
　一方，さまざまなパケットを送っているネットワ
ークでの揺らぎを最小にするため，厳しい要求条件
がある地上波デジタル放送の再送信には，あらかじ
め固定帯域割付されたマルチキャスト方式を用いる．
これは電波に似たサービスでもあり，同時に多くの
情報を一斉に伝送するのに適したプロトコルである．

 IPTV の標準化
　古くから放送においては，放送局から送信される
信号をさまざまなメーカが製造するテレビで受信で
きるように伝送方式の標準化が必須である．一方，

図 -4　IPTV の定義
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1994年頃に世界的に始まった IPTVサービスにお
いては，送信サーバと受信端末が事業者ごとに括り
付けられていたため，放送のような標準化の必要性
はなかった．しかしながら，サービスの普及ととも
に，IPTVにおいても端末のオープン化が求められ，
IPパケットで映像を伝送するための方式の標準化
が必要となっている．
　1999年から TV Anytime Forumにおいて，将
来非常に安価になると想定された磁気ディスクにコ
ンテンツを蓄積する新たな放送方式のさまざまな規
格を検討するという議論が始まった．ここで決めら
れたメタデータを始めとするさまざまな規格が，現
在の IPTVサービスの基礎となっている．その後
日本においてもテレビメーカ，放送局，通信事業者
の有志が集まってしばらく IPTVに必要な規格の
議論をしており，2008年に正式に有限責任中間法
人 IPTVフォーラム 3）として発足している．
　ここではオープンな技術規格を制定している．す
なわち，ユーザは好きなテレビや STB（Set Top 

Box）を選択でき，ネットワーク事業者やコンテン
ツを提供するサービス事業者も自由に選択できるよ
うな環境を目指している．この環境が実現すること

により，コンテンツ製作者，プロバイダ，ネットワ
ーク事業者，メーカそれぞれが健全に競争できるこ
とができるようになり，ユーザに多くのメリットを
もたらすことが期待される．
　現在のフォーラムの規定体系は，配信サービス仕
様とサービスアプローチ仕様とに分け，よりフレキ
シブルなサービスの実現を可能としている．前者
は VODやダウンロード，IP放送などのサービス
の規定を行い，後者ではそれを配信するネットワ
ークについて放送連携，CDN（Content Delivery 

Network），インターネットの場合を規定している．
これ以外に地上波デジタル放送の IP再送信に関し
ては，厳しい要求条件を満たすため，配信サービス
とサービスアプローチを 1つの仕様で規定している．
　このうち放送連携では，通常地デジで放映されて
いるコンテンツから IPTVへリンクを張ることが
できるようにしており，まさに放送と通信の連携
サービスを可能としている．また，CDNのサービ
スでは管理された 1つのネットワークの中で，QoS

（Quality of Service）と言われる品質を考慮した形
でサービスを提供することを規定している．図 -5

に配信サービスへのアプローチ方式について示し

図 -5　配信サービスへのアプローチ方法
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た．まずサービスエントリが規定される．これは最
初にユーザが行う動作であり，サービス的には最
も重要な部分である．CDNスコープでは，ネット
ワークなどがどうなっているかという構成情報が
取得される．一方，インターネットスコープでは
ポータル画面がそれにあたる．次に，自分の欲し
いコンテンツを取得するための動作に移る．ここ
ではユーザの認証，コンテンツの検索，購入など
が行われる．CDNの場合は地デジにも使われてい
る BML（Broadcast Markup Language）を用いた
ポータルサービスから，あるいは EPG（Electronic 

Programme Guide），ECG（Electronic Content 

Guide）と呼ばれる電子的な番組表からコンテンツ
を探す．インターネットスコープを利用するサービ
スでは，BMLの代わりに HTMLが使われる以外は，
同じようなポータルサービスからコンテンツを探す
ことができる．
　仕様の中で規定しているものを抜き出してみよ
う．コンテンツの符号化，これには映像の H.264

などが含まれる．またセキュアにコンテンツを

配信するための暗号化，DRM（Digital Rights 

Management），さらにコンテンツナビゲーション
をサポートするメタデータも重要である．このメタ
データは，TV Anytime Forumあるいはそのベー
スとなったMPEG -7の系統を受けるもので，IPTV

に必要な項目を追加修正したものである．

 クロスメディアに向けて
　1953年に始まった民放の無料放送モデルはスポ
ットと番組提供を組み合わせた，きわめて優れたビ
ジネスモデルであった．新聞，雑誌においても広告
を収入源にしているが，規模からみると図 -6に示
すように 2兆円くらいの圧倒的な規模を誇ってい 

る 4）．日本における広告市場はこの図に示されてい
るように，テレビの半分を新聞が，さらにその半分
を雑誌，さらにその半分がラジオという構図をとっ
ていたが，ここ数年はインターネットの広告が急速
に伸びてくるとともに，他の市場が徐々に小さくな
ってきている．

図 -6　広告市場の推移
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　同時に同じ商品を複数のメディアが連携して宣伝
するということが増えてきている．特にちょっと前
までは URLを，今は検索キーワードを入れること
によって，より詳細な情報をインターネットから得
られるという方式が急激に増えてきている．これま
では広告には必ず電話番号があり，詳細を知りたい
人は電話で問い合わせるという，紙媒体などと通信
の連携があった．しかし今はこれに加え，必ずと言
ってもいいくらい URLが記載されている．これに
より紙媒体やテレビなどのメディアとインターネッ
トを連携させている．
　これらは，いずれもユーザが URLあるいは検索
窓にキーワードを打ち込むという操作を必要とする．
しかし，IPTVという自らが通信と放送の連携を内
包しているメディアの出現により，クロスメディア
がより身近になってきた．たとえば，テレビショッ
ピングを IPTVで配信すると，購入の際にわざわ
ざ電話番号を控えて，そこに電話をするという手間
がなくなり，リモコンの簡単なボタン操作で簡単に
商品を購入できるようになる．さらに，その商品も
ユーザのライフログをベースに最適化したものを提
供でき，必要であれば色とか 3Dで商品を回転させ
ながら選択するということも可能となる．ここにさ
らにソーシャルネットワーク（SNS）をマッシュア
ップすることにより，友達など身近な人の評判を聞
きながら商品を選択できる．さまざまなメディアが
シームレスにつながっていくのである．
　こういうことを実現するためには，それぞれの
メディアで商品やサービスあるいは権利や価格な
どのメタデータが整備され，標準化されているこ
とが重要である．従来コンテンツのメタデータは
MPEG-7や TV Anytime Forumなどで標準化され，
日本にも ARIBの規格として取り入れられている
が，商品そのものに関してはこれらとは別の動きで
標準化されている．すでに多くの標準があるメタデ
ータからどれを基準とし，それをどのようなスキー
ムで記述するのかというようなことが重要となる．
まさに，クロスメディアはメタデータがキーテクノ
ロジーとなる．

　さらに最近注目されているのはデジタルサイネー
ジと呼ばれる，大型のディスプレイを連携して制
御し，さまざまな広告や情報を届ける仕組みであ
る．これもコンテンツはメタデータをベースに場所
のメタデータや環境のメタデータに合わせて制御さ
れ，その場に最も効果の大きな広告を届ける．しか
も，その情報は携帯に飛び，帰宅してからはその携
帯からさらに IPTVに飛ぶということも考えられ
ている．このように我々の周りにあるさまざまなデ
ィスプレイを連携させることにより，より自然で手
間のかからない情報提供が可能になる．

 今後の IPTV
　世界の IPTV契約世帯数は 3,000万から 4,000万
と言われている．その中でも 800万以上の IPTV

世帯数を誇るフランスがトップであり，アメリカ，
中国が続き日本は 5位に入ってきた 5）．フランスや
イタリアでは元々地上波のチャンネルや衛星放送
が少なかったうえ，CATVもほとんど普及してい
ないので，IPTVはまさにアメリカや日本における
CATVと同じ意味合いで考えることができる．
　内容で比較すると，ほとんどの国の IPTVは，
ハリウッド系を中心とした VODと CATVや衛星
チャンネルで流れている CNNなどのニュース系や
スポーツ，ドラマ，サイエンスなどのエンタメ系を
中心とするストリーム配信が主である．これにさら
にカラオケや簡易テレビ会議のサービスなどが少し
加わっている．また，ほとんどのサービスは国単位
であり，国外との連携はほとんどされていない．
　今後期待されるのは国際的なコンテンツの交換や，
より IPTVらしいコンテンツの開発であろう．そ
のためには国際的な標準化が重要である．まったく
同じ規格でなくとも，少なくともメタデータのレベ
ルで合っていれば，コンテンツの交換などは楽に行
うことができよう．
　次に，IPTVらしいコンテンツとはなんであろう
か？　もちろんクロスメディアもその 1つの形で
あろう．しかし，より個人個人に寄り添ったコンテ
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9. 新しいメディアとしてのIPTVサービス

ンツが求められているのではないだろうか．これだ
け多様化した世の中，人々のコンテンツに対する要
求もさまざまである．これを高いレベルで実現する
のがパーソナライゼーションである．これはコンテ
ンツの持つメタデータとユーザの好みを記述するメ
タデータ，さらにその日の天気などの環境メタデー
タなどがその人のこれまでの行動履歴などとともに
分析され，それぞれの人に心地いいコンテンツを提
供することである．それは何も 50インチの大きな
ディスプレイでの IPTVだけを示すわけではなく，
最近のタブレット端末やスマートフォンなどの携帯，
さらにはリモコンとのシームレスなやりとりを含む
のである．
　2011年の 1月に行われた Consumer Electronics 

Showでは，IPTVに関連して，コネクテッド TV

やスマート TVなどの名前でさまざまな OTT

（Over-The-Top）のサービスが紹介されていた．これ
らはインターネットに接続された TVに，PCでの
ブラウザと同じようにコンテンツを提供するもので
あり，今後の発展が期待される．しかし，HD品質
のコンテンツは多くの帯域を要求し，マネージされ
ていないインターネットでは雑音やブラックアウト
などの現象が起こりやすい．また，映像のパケット

は今でもインターネットのかなりの割合を占めてお
り，今後これが増えることはネットワーク側からも
困難性が予想される．したがって，今後は IPTVの
仕組みでいかに安く，ユーザに魅力あるコンテンツ
を提供できるかが重要になるだろう．これを実現す
るため，現在通信事業者，メーカ，放送事業者それ
ぞれの立場でさまざまなアプローチが行われている．

本稿の著述に当たって協力いただいた川添雄彦氏，阿久津明人氏
に感謝いたします．
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